































































































































































































































































































































の諸論文は, No.1『家畜と肉』, No. 2『家禽と卵』, No. 3『酪農』, No. 4























エスター(Alden C.Manchester.1974.1983），クックその他(HughL. Cook, etal.
1978），ウィリアムスその他(Sheldon W. Williamset al.1970），ＦＴＣ（1973）
による数々の良い論文がある。果実と野菜の加工についての研究には，ブ
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ラントその他(J. A. Brandt et al. 1978)，ワードとキルマー(Ronald Ｗ. Ward
and Richard L. Kilmer. 1980)，ＦＴＣ(1962.1965)，リックスその他(Donald Ricks
et al.1982)がある。朝食用シリアル産業は，グリアー(Douglas Ｆ. Greer.1968)，
ハイド(Walter Ｇ. Heid. 1963)，シーラー(F. M. Scherer.1982)の研究の主題
であった。パン製品はウォルシュとエヴァンス(Richard G. Walsh and Bert
Ｍ. Evans. 1963)，ストリーとファリス(David A. Storey and Paul L. Farris.
1964)，パーカー(Russel Ｃ. Parker.1969)とＦＴＣ(1967)によって研究された。
ボホルその他(Robert Bohall et al.1977)，アンダーソンその他(Keith B. An-
derson et al.1975)，アイヒナー(Alfred S. Eichner.1969)は砂糖産業に関する
情報を提供した。飲料産業は, D. F.グリアー(1971)，フロンドルフ(Ken-
neth Fraundorf. 1975)，エルジンガー(Kenneth Elzinga. 1973)，キーツアン
(Charles Keithahn. 1979)，フォルウェルとバリテル(Ｒａyｍｏｎｄ Ｊ.Folwell and
John Ｌ. Baritelle.1978)によって研究され，タバコ産業はR. B.テナントの




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































MMPA (Marine Mammal ProtectionAct. 海洋哺乳動物保護法）を制定し，翌
1973年に「絶滅の危機に瀕する種に関する法律」(Endangered speciesＡｃt）
を制定して，これらの活動に対応した。
　ハインツ社の社長J. W.コノリーは，子会社のスターキスト社にも責任
を持つピッツバーグ本社の最高責任者であったが，彼は1989年10月，ス
ターキスト社の経営責任者に「イルカ問題」を検討するように強く求めた。
翌1990年２月，新しいイルカ政策を検討するための経営者レべルのタス
ク・フォースが結成され，スターキスト社とハインツ両社の公共問題の担
当部門は，「イルカ保護」イべントをアピールするキャッチフレーズを「ツ
ナと環境」と決めた。政策問題チームは，議会メンバーや商務省からの役
人との会合を準備し，マグロ調達スタッフは，東部亜熱帯の太平洋漁業区
以外の地区から生マグロの供給を確保するため，西太平洋漁場と短期のマ
グロ契約を結び，マグロの備蓄を行なった。上級管理者は，従業員，仲介
業者，漁民,大規模食料品店チェイン，他の主要な顧客（ホテルやレストラ
ン）に新しい方針を告知する手紙を準備し，マーケティング部門は「イル
カ保護」のラべルをデザインした。かくして1990年４月11日，ハインツ
社の取締役会は「イルカ保護」の新しい方針を満場一致で承認し，翌４月
12日に記者会見によってその内容を発表した。主たるポイントは，「イル
カ漁法」の放棄と代替的な「丸太漁法」（丸太か他の大きな海の浮き荷の周り
に網を張る漁法）の導入，「イルカ保護」のツナ缶詰のみの販売，他の地域
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でのマグロ調達による達加コストの「ツナ缶詰め」価格への転嫁（具体的
には，「ッナ缶詰」の21セント程度の値上げ），などである。アメリカ議会も
1990年12月，「イルカ保護に関する消費者情報の法律」を通過し，ツナ
缶詰生産者の対応すべき基準として同製品に「イルカ保護」のラべルを付
けることを要求した。こうした一連の行動の結果，スターキスト社のツナ
缶詰市場におけるシェアは1990年の38％から1993年の約40％にかろう
じて増加したが，ツナ缶詰の総売上高は低下した。「イルカ保護」運動は，
パブリシティ活動としては良好であったが，消費者行動への好転に結びつ
けることはできなかったということである。
　以上，我々はこれまで，アメリカ食品製造業に対する「社会的・環境規
制」の過去100年に及ぶ歴史的変遷過程を検討してきたが,それらは，「食
品安全・品質確保の時代」(1880-1900年代），「禁酒法時代」（1919－1933
年）と「ニューディール期の食品安全強化時代」（1933－1938年），「第２次
大戦後の消費者情報保護と広告規制時代」(1950―1980年代），「1970年代
以降の環境規制時代」(197０一1990年代）と，めまぐるしく変化してきたこ
とが明らかである。 1980年代は，大企業の利益を強引に推し進めたレー
ガン政権（1981年１月－89年１月）の下で，政府は規制緩和による経済活
性化を基本政策として打ち出すことになり，消費者運動も反消費者政策を
食い止めるのに精一杯となった。しかし，1990年に「大気汚染防止修正
法」「公害防止法」，1996年には「食品品質保護法」（発癌性の残留農薬規制
の強化）が制定されるなど，それまでの「健康」「安全」とならんで「環
境規制」が基本的課題となったことが注目される。本書では，経営史の新
たな研究テーマの１つとなった環境問題について限られた事例しか検討で
きなかったが，今後一層のケース・スタディを積み重ねていくことが肝要
となろう。
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